
 

 １  

平成２３年度事業評価について 

 

１ 事業評価の目的・効果 

  本市では、地方分権の推進、少子・高齢化の進展、市民ニーズの多様化、財政状況の

悪化などにより、行政の説明責任の充実、効率的で質の高い行政の推進、成果重視の行

政への転換が求められている中、事業評価を実施することで、行政資源の有効配分、経

営努力の目標設定など具体的な改善、見直し等を行っています。 

 

（１）市民への説明責任の向上 

事業評価を公表することにより、分かりやすい市政の運営で説明責任の向上を

図ります。 

 

（２）事業成果の点検と事業改善への取組み 

事業ごとに明確な目標を設定し、定期的な進捗管理と実績による達成度などを

点検することで、見直しの必要性を明確にし、効果的、効率的な事業改善につな

げていきます。 

 

（３）行政資源の有効活用 

社会経済情勢や市民ニーズの変化を踏まえ、不要不急な事業を積極的に見直す

ことで、行政資源の有効活用を図ります。 

 

（４）職員の政策形成に関する能力の向上 

評価を通して問題発見能力、分析力など職員の政策形成能力の向上を図ります。 

 

２ 実施方針 

 （１）第七次総合計画基本計画の着実な推進 

  （２）事業の効率化・合理化、見直し等の行政改革の推進 



 

 ２  

３ 平成２３年度における実施手法の見直し内容 

 （１）評価対象事業の拡大及び評価単位の見直し 

事業評価は、これまで第七次総合計画後期実施計画の主要事業を対象に行って

きましたが、予算・決算との連動性を高め、ＰＤＣＡサイクルの実効性を確保す

る観点から、評価対象を当初予算全事業に拡大し、予算事業単位で評価を行うこ

ととします。 

 

 （２）評価基準の見直し 

事業評価の結果については、市民への説明責任を果たす観点から、昨年度より

市のホームページ等で公表しているところですが、どのような視点で評価を行っ

ているのかについて理解しやすくするため、必要性・成果・コストそれぞれにお

いてポイントとなる項目を設定し、項目ごとに評価・分析することとします。 

 

 （３）評価シートの見直し 

評価単位や評価基準の見直しにあわせ、今年度予算より作成・公表している「事

業別予算概要」との統合を行い、事業評価と予算要求との連動性を高めるととも

に、予算編成作業の効率化を図ります。 

 

 

４ 評価方法 

 （１）評価対象事業 

平成 23 年度予算事業のうち、事業別予算概要にて市のホームページ等に公開

している全ての事業を評価対象とします。 

ただし、法定受託事務及び、公債費並びに予備費については評価対象外としま

す。 

 

 （２）評価単位 

事業別予算概要にて市のホームページ等に公開している事業単位で評価を行う

ことを基本とします。 



 

 ３  

（３）評価の流れ 

事業評価は、以下のような流れで行います。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①事業の確認・把握 
○事業の内容「Ｐｌａｎ」（事業概要・目的 
など） 

○事業費の推移・結果「Ｄｏ」（事業費・成果） 

②業績分析・評価 

○分析・評価「Ｃｈｅｃｋ」 
「必要性評価」、「成果評価」、「コスト評価」な

ど事業の業績に関する評価を行います。 
 基本的に毎年度実施し、行政サービスの継続

的改善（利用者増加や経費削減など）を行うた

めの検討材料として活用します。 

○今後の方向性「Ａｃｔｉｏｎ」 
維持・改善、拡大、縮小、廃止の検討、完了 

 
各評価結果等を踏まえ、事業の問題点の改善を

検討し次年度以降の事業の方向性を示し実施

します。 

③次年度の方向性 

④翌年度予算への

反映 
評価結果などに基づく事業の見直し等を、翌年

度予算の参考資料とします。 

⑤総合計画実施計

画への反映 
事業の結果をもって、実施計画ローリングの参

考資料とします。 
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（４）評価の体制 

  

○ 担 当 課 評 価 

○ 二 次 評 価 
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Ⅱ 評価内容の見方 
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〇事業の目的・概要（Ｐｌａｎ） 

 

①目的 

  ・事業を実施することで、市が「誰のために（＝対象）」、「どういう状態にしたいのか 

（＝意図）」を表しています。 

 

②概要 

  ・事業全体の概要（コンセプト）として、市がどのような活動を行っているのかを表

しています。 

 

③今年度の改革・改善ポイント 

  ・前回の事業評価における課題や指摘事項等を踏まえ、今年度改善・改革した取組み

を表しています。 
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〇事業費の推移・結果（Ｄｏ）  

 

【成果面】 

 

 
 

 

①成果指標 

※活動指標とは・・・ 

市が対象者にどのような活動を行ったか、どのようなサービスをどれだけ提供し 

たのかなど、事業の概要を具体的に表す指標をいいます。 

 

②成果指標 

※成果指標とは・・・ 

対象者の立場にたって、どれだけの便益や満足度が得られたかを表す指標をいいま 

す。 
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【コスト面】 

 

 

 

①事業費 

 各年度の事業費と財源内訳を表しています 

 

②コスト指標 

※コスト指標とは・・・ 

   投入コストを行政活動の量や事業の受益者数で除して単位あたりのコストを算出す

ることで、事業がとれくらい効率的に行われたかを表しています 
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〇分析・評価（Ｃｈｅｃｋ） 

・事業の目的・概要や事業の推移・結果などを踏まえ、事業の必要性並びに成果面及び 

 コスト面から分析・評価を行います。 

 ・必要性、成果面、コスト面には、それぞれに評価項目があり、Ａ～C の３段階で分析・ 

評価を行います。 

 ・評価項目ごとの「評価内容の説明など」の欄に、評価の考え方や理由を記入していま 

す。 

 

【必要性】 

 ・評価対象事業について、施策体系の位置付け、市民ニーズの傾向、事業の効果範囲か 

ら、今後継続して実施していく必要があるのかを評価します。 

 
 

 

①施策体系での位置付け 

 第七次総合計画、各種計画及び市長マニュフェスト等の位置づけから、政策的重要性 

を評価します。 

 

②市民ニーズの傾向 

 市民ニーズの傾向から、市民にとって必要性が高い事業か、市を取り巻く社会・経済 

情勢等の変化などを考慮して妥当なものかを評価します。 

 

 ③事業効果の範囲 

 事業の実施について、受益者が特定または一部の個人や団体に偏っていないか、事業 

のメリットが市民全体に及ぶものかを評価します。 
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【成果面】 

 ・評価対象事業について成果指標等の達成状況、手段・活動内容の妥当性、課題の解消 

状況から、事業が順調に実施されているか、期待されている成果をあげているかなど 

を評価します。 

 

 

  

④事業達成状況 

 成果指標（成果指標が設定できない事業は活動指標）の達成率から、事業が期待され 

た成果をあげているかを評価します。 

 

 ⑤手法・活動内容の有効性 

 現在行っている事業の実施手法が、期待した成果を上げるための手段として有効かど 

うかを評価します。 

 

 ⑥課題等への対応状況 

  事業の課題事項、前年度の事業評価における課題・問題点、予算編成時の指摘事項 

などの有無や、それらの課題等に対する対応状況を評価します。 
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【コスト面】 

 ・評価対象事業について、コスト縮減に向けた改善・工夫、受益者１件当たりのコスト 

から、事業が効率的に実施されているかを評価します。 

 

 

 ⑦コスト縮減に向けた対応状況 

  事業のコスト縮減の達成状況や、コスト縮減に向けた具体的取り組みの実施状況を評 

  価します。 

 

 ⑧受益者１件当たりのコスト 

  受益者１件当たりのコストが適正かどうか、改善の余地がないか評価します。 

 

 

【成果対コスト】 

 

 

  

⑨成果に対するコストの適正性 

   成果を踏まえた相対的なコストが適正性かどうかを評価します。 

   コストについては、この項目に限り人件費も考慮して評価することで、委託化等に 

  よるコスト縮減ができないかなどもあわせて検討します。 
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〇今後の方向性（Ａｃｔｉｏｎ） 

・事業の分析・評価で明らかになった課題を踏まえ、次年度の実施方針を明らかにしま 

す。 

 

 

 ①次年度の実施方針（担当課評価） 

  ・事業の分析・評価で明らかになった課題を踏まえながら、「維持・改善」、「拡大」、「縮

小」、「廃止の検討」「完了」欄のいずれかに「○」印を記入し、事業担当課が次年度

どのような取組みを進めていくのかについて、実施方針を立てます。 

 

 （区分の意味） 

・維持・改善： 

次年度も引き続き事業継続するもの 

実施手法などを改善しながら事業を継続するもの 

・拡大： 

予算も含め事業規模を拡大するもの 

    ・縮小： 

     予算も含め事業規模を縮小するもの 

    ・廃止の検討： 

      必要性や成果が低く、廃止を検討するもの 

    ・完了： 

平成２３年度で事業が完了するもの 

  

②総合評価（二次評価） 

  ・①の担当課評価も踏まえつつ、総合的な観点から企画課・総務課・財政課の協議に

より二次評価を行います。 

 


